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経済解析室 

平成２９年９月 

平成２９年４－６月期の産業活動 

サービス産業は、９年ぶりの高水準へ、 
鉱工業は５期連続の前期比上昇となった 
平成２９年第２四半期の産業活動 



本稿における留意事項 

 
１.本稿における年の表示は和暦であり、元号は特記しない限り原則 
  として平成である。 
 
２.四半期別伸び率寄与度は、特記しない限り前期比伸び率に対する 
   寄与度である。なお、個々の系列毎に季節調整を行っているため、

内訳の寄与度の積み上げと全体の伸び率は一致しないことがある。 
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全産業活動の動向
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・平成29年4-6月期の全産業活動指数は105.2(前期比1.6％)と2期ぶりの上昇。

全産業活動指数の動向

(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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全産業活動指数前期比　産業活動別の影響度合い

平成29年4-6月期の全産業活動指数は第３次産業活動などが上昇したため、前期比1.6％の上
昇。

・

(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。
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(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

第３次産業活動指数の動向

・平成29年4-6月期の第３次産業活動指数は104.9(前期比1.1％)と2期ぶりの上昇。

・平成20年1-3月期の105.5以来の指数水準。

4
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

5

(注)１.鉱工業指数(IIP)とは、月々の鉱工業の生産、出荷、在庫等を基準年(現在は平成22年)の12か月平均＝100として指数化したもので、事業所の生産活動、製品の需給動向など
       鉱工業全体の動きを示す代表的な指標。
　　２.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業生産指数の動向
・平成29年4-6月期の鉱工業生産指数は102.1(前期比2.1％)と5期連続の上昇。

・平成20年7-9月期の110.5以来の指数水準。
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6
(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。

建設業活動指数の動向

・平成29年4-6月期の建設業活動指数は119.8(前期比7.3％)と2期連続の上昇。

・平成22年基準で過去最高水準。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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鉱工業活動の動向
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平成29年4-6月期の鉱工業活動の状況

8

指数水準 前期比(％) 指数の動き 過去の水準

鉱工業生産指数 102.1 2.1 5期連続の上昇     平成20年7-9月期の110.5以来

鉱工業出荷指数 100.0 1.5 2期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の101.7以来

輸出向け 102.6 -1.2 4期ぶりの低下     平成28年7-9月期の98.0以来

国内向け 99.3 1.8 5期連続の上昇     平成26年1-3月期の102.8以来

鉱工業総供給指数 103.4 1.6 4期連続の上昇     平成26年1-3月期の106.4以来

国産 99.3 1.7 2期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の102.8以来

輸入 118.7 1.5 3期連続の上昇     平成26年1-3月期の119.2以来

鉱工業在庫指数 109.1 -0.5 2期ぶりの低下     平成28年10-12月期の107.3以来

鉱工業在庫率指数 112.5 0.9 2期連続の上昇     平成28年7-9月期の114.3以来

指数名



(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

鉱工業生産指数前期比　業種別の影響度合い
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平成29年4-6月期の生産指数は輸送機械工業などが上昇したため、前期比2.1％の上昇。・
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＜業種別＞

＜全体＞

寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。

平成29年4-6月期の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(全体・業種別)

10
(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

品目名 前期比(％) 寄与率(％)
1位 自動車部品 4.9 16.1
2位 乗用車 4.3 15.3
3位 化粧品 7.7 11.0
1位 生活関連産業用機械 －16.8 －4.8
2位 建設用金属製品 －12.5 －4.7
3位 運搬機械 －11.7 －2.7

鉱工業生産を上昇方向
に引っ張った3品目

鉱工業生産を低下方向
に引っ張った3品目

業種・品目名 前期比(％) 寄与率(％)
1位の業種 輸送機械工業 3.7 34.6

自動車部品 4.9 16.1
乗用車 4.3 15.3

2位の業種 はん用・生産用・業務用機械工業 4.8 33.9
金属工作機械 21.7 10.4
産業用ロボット 15.1 8.4

3位の業種 化学工業 2.7 17.0
化粧品 7.7 11.0
石油系芳香族 4.9 1.7

1位の業種 金属製品工業 －1.4 －2.6
建設用金属製品 －12.5 －4.7

2位の業種 その他工業 －0.3 －0.8
印刷業 －3.0 －2.4
その他製品工業 －2.0 －0.5

3位の業種 石油・石炭製品工業 －0.9 －0.7
石油製品 －1.2 －0.9
石炭製品 －0.9 －0.0

鉱工業生産を低下方向へ
引っ張った3業種の中で
低下への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目

鉱工業生産を上昇方向へ
引っ張った3業種の中で
上昇への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目
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平成29年4-6月期の鉱工業生産前期比　財別・業種別の影響度合い

(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

財別分類 解説 財別分類・業種名 前期比(％) 寄与率(％)

鉱工業用生産財 1.9 41.6

輸送機械工業 3.4 13.9

電子部品・デバイス工業 1.2 5.0

資本財（除．輸送機械） 4.8 35.8

はん用・生産用・業務用機械工業 5.9 31.0

輸送機械工業 3.1 6.3

耐久消費財 1.9 9.1

輸送機械工業 4.5 14.7

情報通信機械工業 4.6 2.3

非耐久消費財 1.2 8.3

化学工業 2.4 8.2

食料品・たばこ工業 0.6 1.5

建設財 －0.1 －0.3

金属製品工業 －3.4 －3.8

石油・石炭製品工業 －7.4 －0.1

その他用生産財 －0.8 －1.5

その他工業 －2.3 －2.2

石油・石炭製品工業 －1.2 －0.4

建設財
鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

その他用生産財
鉱工業以外の製品の原材料とし
て投入される製品

鉱工業用生産財
鉱工業製品の原材料として投入
される製品

資本財（除．輸送機械）
クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品

耐久消費財
テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品

非耐久消費財
食料品や衣料品など
家計で購入される製品



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業出荷指数の動向

12
(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

・平成29年4-6月期の鉱工業出荷指数は100.0(前期比1.5％)と2期ぶりの上昇。

・平成26年1-3月期の101.7以来の指数水準。
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13
(資料)経済産業省「鉱工業指数」、「鉱工業出荷内訳表」より作成。

国内向け／輸出向け出荷の動向

平成29年4-6月期の鉱工業出荷を国内向け／輸出向け別にみると、国内向けは99.3(前期比1.8％)
と5期連続の上昇、輸出向けは102.6(前期比-1.2％)と4期ぶりの低下。

・

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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・

14

鉱工業出荷前期比　国内向け／輸出向け別の影響度合い

平成29年4-6月期の鉱工業出荷は、輸出向けは低下したものの、国内向けは上昇したため、前期
比1.5％の上昇。

(資料)経済産業省「鉱工業指数」、「鉱工業出荷内訳表」より作成。
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平成29年4-6月期の国内向け出荷を、主要業種別にみると、はん用・生産用・業務用機械工業な
どが上昇。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。
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・

国内向け出荷前期比　業種別の影響度合い

(注)主要業種とは、国内向け出荷(ウェイト8028.51)のうち、ウェイトが大きい5業種を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(国内向け、ウェイト1658.38)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同796.12)、化学工業（除．医薬品）(同、同717.06)、
    石油・石炭製品工業(同、同574.89)、電子部品・デバイス工業(同、同457.59)の5業種。
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輸出向け出荷前期比　業種別の影響度合い

16

平成29年4-6月期の輸出向け出荷を、主要業種別にみると、輸送機械工業などが上昇したもの
の、電子部品・デバイス工業などが低下。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

・

(注)主要業種とは、輸出向け出荷(ウェイト1971.49)のうち、ウェイトが大きい業種(上位4業種)を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(輸出向け、ウェイト560.52)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同289.48)電子部品・デバイス工業(同、同253.51)、化学工業（除．医薬品）(同、同166.14)
    の4業種。
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・

17

平成29年4-6月期の国内向け出荷を、財別にみると、耐久消費財などが上昇。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

国内向け出荷前期比　財別の影響度合い
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輸出向け出荷前期比　財別の影響度合い
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平成29年4-6月期の輸出向け出荷を、財別にみると、耐久消費財などが上昇したものの、生産財
などが低下。

・

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。
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寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

(※)試算値。医薬品については、実績データではなく、暫定的な推計値を投入して、寄与を計算している。

平成29年4-6月期の国内向け出荷前期比 財別・業種別の影響度合い

19
(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

前期比(％) 寄与率(％)
1.8 103.2
4.5 32.4

輸送機械工業 4.8 25.7

情報通信機械工業 9.6 7.7

1.2 29.0
輸送機械工業 3.6 13.4

電子部品・デバイス工業 1.6 6.5

3.5 28.0
化学工業（※） 4.7 12.5

その他工業 15.4 1.3

2.7 27.7
はん用・生産用・業務用機械工業 7.7 39.3

窯業・土石製品工業 7.6 0.2

1.1 3.2
石油・石炭製品工業 0.4 0.7
電気機械工業 12.1 0.4

0.3 1.1
窯業・土石製品工業 2.7 1.5

プラスチック製品工業 5.0 0.9

その他用生産財

建設財

鉱工業用生産財

非耐久消費財

資本財

財別分類
鉱工業
耐久消費財



寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

(注)試算値。

平成29年4-6月期の輸出向け出荷前期比 財別・業種別の影響度合い

20

前期比(％) 寄与率(％)
-1.2 -16.9
-2.7 -23.3

電子部品・デバイス工業 -2.3 -4.1

化学工業 -2.8 -3.1

-9.8 -4.8
石油・石炭製品工業 -20.7 -5.4

電気機械工業 -21.9 -0.2

-5.0 -2.4
石油・石炭製品工業 -32.1 -1.6

その他工業 -23.6 -1.5

6.7 1.7
鉄鋼業 22.3 1.0

プラスチック製品工業 13.2 0.9

2.0 5.9
はん用・生産用・業務用機械工業 3.4 5.7
電気機械工業 4.9 1.8

3.6 6.5
輸送機械工業 3.6 5.5

はん用・生産用・業務用機械工業 4.4 0.2

資本財

耐久消費財

その他用生産財

非耐久消費財

建設財

財別分類
鉱工業
鉱工業用生産財
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輸出向け出荷前期比　地域別の影響度合い

(注)試算値。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

平成29年4-6月期の輸出向け出荷を、地域別にみると、中国向けなどが上昇したものの、その他
地域向けなどが低下。

・
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米国向け

欧州向け

ASEAN向け

中国向け

韓国向け

その他地域向け

鉱工業出荷(輸出向け)

(期／年)

(季節調整済、前期比、％、％ポイント)



・

(資料)経済産業省「鉱工業総供給表」より作成。

内訳をみると、国産は99.3(前期比1.7％)と2期ぶりの上昇、輸入は118.7(前期比1.5％)と3期連
続の上昇。

22

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業総供給指数の動向

平成29年4-6月期の鉱工業総供給指数は103.4(前期比1.6％)と4期連続の上昇。・
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鉱工業総供給 国産 輸入(22年＝100、季節調整済)

(期／年)

東日本大震災発生 消費税率引上げ



・平成28年10-12月期の107.3以来の指数水準。

23

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業在庫指数の動向

・平成29年4-6月期の在庫指数は109.1(前期比-0.5％)と2期ぶりの低下。

(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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鉱工業在庫率指数の動向

・平成29年4-6月期の在庫率指数は112.5(前期比0.9％)と2期連続の上昇。

・平成28年7-9月期の114.3以来の指数水準。

24

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

鉱工業の在庫循環図
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第３次産業活動の動向

26



平成29年4-6月期の第３次産業活動指数の状況

27

指数水準 前期比(％) 指数の動き 過去の水準

第３次産業活動指数 104.9 1.1 2期ぶりの上昇     平成20年1-3月期の105.5以来

卸売業、小売業除く第３次産業活動指数 107.7 0.8 6期連続の上昇     平成22年基準で最高水準

広義対個人サービス 105.6 1.0 2期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の105.7以来

広義非選択的個人サービス 107.8 0.7 5期ぶりの上昇     平成28年7-9月期の107.9以来

広義し好的対個人サービス 102.7 1.0 5期連続の上昇     平成26年1-3月期の105.4以来

広義対事業所サービス 104.5 1.6 2期ぶりの上昇     平成20年10-12月期の105.8以来

消費向けサービス 105.6 1.0 2期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の105.7以来

投資向けサービス 102.8 2.6 4期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の103.3以来

観光関連産業 107.8 0.6 3期連続の上昇     平成22年基準で最高水準

飲食関連産業 101.4 0.2 2期連続の上昇     平成27年10-12月期の101.7以来

製造業依存型サービス 96.8 3.2 3期ぶりの上昇     平成28年10-12月期の97.2以来

非製造業依存型サービス 107.3 0.9 3期連続の上昇     平成20年4-6月期の108.2以来

インフラ関連型サービス(試算値) 109.2 1.9 2期ぶりの上昇     平成22年基準で最高水準

財の取引仲介型サービス(試算値) 98.7 1.4 3期ぶりの上昇     平成26年1-3月期の101.9以来

生活関連型サービス(試算値) 108.1 0.1 2期連続の上昇     平成22年基準で最高水準

製造依存型／非製造依存型サービス活動

観光・飲食関連産業活動

形態別サービス活動

対個人／対事業所サービス活動

消費向け／投資向けサービス活動

指数名



・平成29年4-6月期の第３次産業活動指数は、事業者向け関連サービスなどが低下したものの、卸
売業などが上昇したため、前期比1.1％の上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

第３次産業活動指数前期比　業種別の影響度合い

28
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金融業，保険業

物品賃貸業(自動車賃貸業を含む)

事業者向け関連サービス

小売業

不動産業

医療，福祉

生活娯楽関連サービス

第３次産業総合

(期／年)

(季節調整済、前期比、％、％ポイント)



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

平成29年4-6月期の卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数は、107.7(前期比0.8％)と6期連
続の上昇。

・

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

30

寄与率：第３次産業全体の変動に対して影響を及ぼした、各業種の影響の度合い全業種の寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら
        －100％になる。

第３次産業活動指数を大きく動かした個別系列

業種名 前期比 寄与率

１位の業種 卸売業 2.9% 37.5%

化学製品卸売業 5.6% 3.3%

各種商品卸売業 4.3% 6.2%

２位の業種 金融業，保険業 3.0% 27.8%

流通業務 17.7% 9.4%

生命保険業 2.9% 5.7%

３位の業種 運輸業，郵便業 1.8% 16.5%

一般貨物自動車運送業 3.1% 9.0%

運輸に附帯するサービス業 1.7% 2.3%

１位の業種 事業者向け関連サービス - 0.7% - 5.4%

土木・建築サービス業 - 6.0% - 6.9%

２位の業種 医療，福祉 - 0.3% - 4.5%

３位の業種 電気・ガス・熱供給・水道業 - 0.6% - 1.6%

内訳業種

内訳業種

内訳業種

○ 第３次産業総合を上昇方向へ
引っ張った３業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 第３次産業総合を低下方向へ
引っ張った３業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種



・平成29年4-6月期の広義対個人サービス活動指数は、105.6(前期比1.0％)と2期ぶりの上昇。

・広義対事業所サービス活動指数は、104.5(前期比1.6％)と2期ぶりの上昇。

31
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

広義対個人サービス／広義対事業所サービス活動指数の動向
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東日本大震災発生 消費税率引上げ



第３次産業総合前期比　広義対個人／広義対事業所サービスの影響度合い

32
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・ 平成29年4-6月期の第３次産業活動指数は、広義対事業所サービス、広義対個人サービスともに
上昇。
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(注)1.広義対事業所サービスの内訳系列を、産業連関表の製造業と非製造業の投入比率の大小により、「製造業依存型」と「非製造業依存型」の二つに分類している。
　　2.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

製造業／非製造業依存型　事業所向けサービス活動指数の動向

・平成29年4-6月期の製造業依存型サービス活動指数は、96.8(前期比3.2％)と3期ぶりの上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・非製造業依存型サービス活動指数は、107.3(前期比0.9％)と3期連続の上昇。
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広義対事業所向けサービス活動前期比
製造業／非製造業依存型事業所向けサービス別の影響度合い

・ 平成29年4-6月期の広義対事業所サービス活動指数は、製造業依存型事業所向けサービス、非製
造業依存型事業所向けサービスともに上昇。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

35

非選択的／し好的　個人向けサービス活動指数の動向

・平成29年4-6月期の広義非選択的個人向けサービス活動指数は、107.8(前期比0.7％)と5期ぶりの
上昇。

・広義し好的個人向けサービス活動指数は、102.7(前期比1.0％)と5期連続の上昇。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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広義対個人サービス活動前期比
非選択的／し好的個人向けサービス別の影響度合い

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・ 平成29年4-6月期の広義対個人サービス活動指数は、広義非選択的個人向けサービス、広義し好
的個人向けサービスともに上昇。
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37
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

広義対事業所サービス、し好的個人向けサービスを大きく動かした個別系列

業種名 前期比

流通業務 17.7%
一般貨物自動車運送業 3.1%
各種商品卸売業 4.3%
医薬品・化粧品等卸売業 4.3%
受注ソフトウェア 1.9%

建設コンサルタント - 8.3%
測量 - 20.6%
その他の情報処理・提供サービス業 - 3.0%
エンジニアリング業 - 2.1%
警備業 - 1.4%

業種名 前期比

ゲームソフト 23.0%
織物・衣服・身の回り品小売業 5.9%
自動車小売業 3.4%
飲食サービス業 4.7%
ゴルフ場 7.2%

プロスポーツ（スポーツ系興行団） - 50.7%
自動車整備業 - 10.9%
機械器具小売業 - 2.3%
結婚式場業 - 5.9%
浴場業 - 6.9%

○ 広義対事業所サービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 広義対事業所サービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種
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・投資向けサービス活動指数は、102.8(前期比2.6％)と4期ぶりの上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)1.消費向けサービス活動指数は、非製造業から供給される個人消費関連のサービス(小売業や娯楽業など)の動きを表す系列。
      投資向けサービス活動指数は、非製造業から供給される民間企業設備関連のサービス(ソフトウェア開発、機械器具卸売業など)の動きを表す系列。
　　2.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

消費向け／投資向けサービス活動指数の動向

・平成29年4-6月期の消費向けサービス活動指数は、105.6(前期比1.0％)と2期ぶりの上昇。

105.6

102.8

96

98

100

102

104

106

108

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

23 24 25 26 27 28 29

第３次産業総合 消費向け 投資向け(22年＝100、季節調整済)

(期／年)

東日本大震災発生 消費税率引上げ



・飲食関連産業活動指数は、101.4(前期比0.2％)と2期連続の上昇。

(注)1.観光関連産業活動指数には、鉄道、バス、タクシー、飛行機、船舶等の旅客運送業、道路施設提供業(高速道路)、旅館、ホテル等の宿泊業、旅行業、遊園地・テーマパークが含まれる。
      飲食関連産業活動指数には、デパート等の各種商品小売業(飲食料品部門)、飲食料品小売業、食堂,レストランやファーストフード等の飲食店,飲食サービス業が含まれる。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。
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観光関連産業活動指数、飲食関連産業活動指数の動向

・平成29年4-6月期の観光関連産業活動指数は、107.8(前期比0.6％)と3期連続の上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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(注)1.インフラ型サービス活動指数、財の取引仲介型サービス活動指数、生活関連型サービス活動指数は、それぞれ下記大分類業種の季節調整済指数を各ウェイトで加重平均して算出した
　　　試算値。なお、第３次産業活動指数の11ある大分類業種のうち「事業者向け関連サービス」は、この３つの試算値には含めていない。
　　　・インフラ型サービス活動指数：電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、金融業，保険業
　　　・財の取引仲介型サービス活動指数：卸売業、物品賃貸業(自転車賃貸業を含む)、小売業、不動産業
　　　・生活関連型サービス活動指数：医療，福祉、生活娯楽関連サービス
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・生活関連型サービス活動指数(試算値)は、108.1(前期比0.1％)と2期連続の上昇。

形態別にみたサービス活動指数の動向

・平成29年4-6月期のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、109.2(前期比1.9％)と2期ぶりの上昇。

・財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、98.7(前期比1.4％)と3期ぶりの上昇。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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・平成29年4-6月期のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、電気・ガス・熱供給・水道業が低
下したものの、金融業，保険業などが上昇。
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インフラ型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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業種別にみたインフラ型サービス活動の動向

42
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

平成29年4-6月期の財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、卸売業などが上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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業種別にみた財の取引仲介型サービス活動の動向

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

生活関連型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い
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・平成29年4-6月期の生活関連型サービス活動指数(試算値)は、医療，福祉が低下したものの、生
活娯楽関連サービスが上昇。
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業種別にみた生活関連型サービス活動の動向

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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建設業活動の動向
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(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。
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建設業活動指数前期比　部門別の影響度合い

平成29年4-6月期の建設業活動指数は公共などが上昇したため、前期比7.3％の上昇。・
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平成29年7月の鉱工業指数(速報)各指数の状況

生産・出荷・在庫・在庫率指数

1

月次 生　　産 出　　荷 在　　庫 在　庫　率

季調済指数 101.5 100.0 107.8 113.1
前月比 -0.8％ -0.7％ -1.2％ 2.4％

指数水準
H29.5 100.1以来 H29.5 98.2以来 H29.1 107.4以来 H29.4 114.7以来

①H21.2    76.6 ①H21.2    79.2 ①H23.3        97.7 ⅠH21.2   155.6
②H21.3    77.6 ②H21.3    79.7 ②H22.8        98.3 ⅡH21.1   150.2
③H21.4    81.0 ③H21.4    80.7 ③H21.12,H22.9 99.1 ⅢH21.3   146.3

前月比の動き
２か月ぶり－ ２か月ぶり－ ２か月連続－ ３か月ぶり＋
(H29.5以来) (H29.5以来) (H29.6～当月) (H29.4以来)

前月比幅
H29.5 -3.6%以来 H29.5 -2.9%以来 H29.6 -2.0%以来 H29.4 2.9%以来

①H23.3  -16.5% ①H23.3  -15.7% ①H23.3   -5.8% ⅠH20.11  13.2%
②H21.1   -8.8% ②H21.1   -9.5% ②H21.2   -3.9% ⅡH20.12   9.9%
③H21.2   -8.6% ③H20.12  -7.1% ③H21.3   -3.1% ⅢH21.1    9.8%

前年同月比（原指数） 4.7％ 4.1％ -2.4％ -2.6％
前年同月比の動き

９か月連続＋ ９か月連続＋ １４か月連続－ ９か月連続－
(H28.11～当月) (H28.11～当月) (H28.6～当月) (H28.11～当月)

前年同月比幅
H29.6 5.5%以来 H29.6 5.3%以来 H29.6 -2.9%以来 H29.6 -4.3%以来

ⅠH22.3   29.2% ⅠH22.3   28.4% ①H21.12 -17.6% ①H22.2  -34.0%
ⅡH22.2   28.8% ⅡH22.2   27.0% ②H22.1  -16.8% ②H22.3  -33.8%
ⅢH22.4   23.8% ⅢH22.4   25.4% ③H21.11 -16.4% ③H22.1  -32.1%

１）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値



2

・平成29年7月の鉱工業生産指数は、101.5(前月比-0.8％)と2か月ぶりの低下。

・平成29年5月の100.1以来の指数水準。

鉱工業生産指数の動向

(注)1.鉱工業指数(IIP)とは、月々の鉱工業の生産、出荷、在庫等を基準年(現在は、平成22年)の12か月平均＝100として指数化したもので、事業所の生産活動、製品の需給動向など
　　　鉱工業全体の動きを示す代表的な指標。
　　2.水色のシャドー部分は、景気後退局面。
    3.灰色のシャドー部分は、消費税率引上げ。
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平成29年7月の鉱工業生産の基調判断

3

「生産は持ち直しの動き」

基調判断の推移

・平成２６年１２月～平成２７年４月
「生産は緩やかな持ち直しの動き」

・平成２７年５月～７月
「生産は一進一退」

・平成２７年８月
「生産は弱含み」

・平成２７年９月～平成２８年５月
「生産は一進一退」

・平成２８年６月、７月

「生産は一進一退だが、一部に持ち直し」

・平成２８年８月～１０月

「生産は緩やかな持ち直しの動き」

・平成２８年１１月～

「生産は持ち直しの動き」
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基調判断の変化

持ち直しの動き

弱含み

（注）平成２７年８月の「生産は弱含み」を１として、基調判断が上方修正されたら

一律で１上昇、下方修正されたら一律で１低下というルールで作成。



参考：鉱工業生産指数（３か月移動平均値）の動向

4
(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。

(注)全体の各品目は、個別品目ではなく、個別品目を統合した分類によるもの。

平成29年7月の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(業種別)

5

業種・品目名 前月比 寄与率

1位の業種 電子部品・デバイス工業 4.3% 47.1%

集積回路 8.6% 37.5%

電子部品 2.0% 10.5%

2位の業種 窯業・土石製品工業 0.8% 3.2%

ファインセラミックス 2.7% 2.6%

ガラス・同製品 0.7% 1.1%

3位の業種 石油・石炭製品工業 1.4% 2.9%

石油製品 1.5% 3.0%

石炭製品 0.7% 0.0%

1位の業種 はん用・生産用・業務用機械工業 －2.5% －49.3%

ボイラ・原動機 －12.5% －19.1%

半導体・フラットパネル製造装置 －6.9% －18.9%

2位の業種 電気機械工業 －2.9% －25.0%

開閉制御装置・機器 －8.0% －15.1%

電気計測器 －10.6% －8.8%

3位の業種 化学工業（除．医薬品） －1.4% －18.9%

プラスチック －5.3% －10.2%

有機薬品 －5.7% －8.4%

鉱工業生産を低下方向へ
引っ張った3業種の中で
低下への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目

鉱工業生産を上昇方向へ
引っ張った3業種の中で
上昇への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目



＜全体＞

(注)全体の各品目は、個別品目ではなく、個別品目を統合した分類によるもの。

＜財別＝用途別＞

6

平成29年7月の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(全体・財別)

寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。

品目名 前月比 寄与率

1位 集積回路 8.6% 37.5%

2位 建設用金属製品 12.9% 11.8%

3位 金型 16.6% 10.7%

1位 ボイラ・原動機 －12.5% －19.1%

2位 半導体・フラットパネル製造装置 －6.9% －18.9%

3位 開閉制御装置・機器 －8.0% －15.1%

鉱工業生産を低下方向
に引っ張った3品目

鉱工業生産を上昇方向
に引っ張った3品目

解説 品目名 前月比 寄与率
資本財（除．輸送機械） －3.5% －71.4%
半導体製造装置 －10.7% －23.2%
一般用蒸気タービン －39.7% －11.5%

耐久消費財 －2.0% －25.4%
軽乗用車 －8.0% －7.6%
二輪自動車（125ml超） －21.2% －4.1%

生産財 －0.2% －12.6%
蒸気タービン部品 －45.8% －12.0%
モス型半導体集積回路（ＣＣＤ） －11.1% －11.8%

建設財 0.5% 3.5%
橋りょう 34.0% 13.7%
エレベータ 13.6% 1.9%

非耐久消費財 0.9% 16.7%
美容液 10.0% 7.1%
モイスチャークリーム 14.0% 5.4%

　建設財
鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

　非耐久消費財
食料品や衣料品など
家計で購入される製品

　資本財
　（除．輸送機械）

クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品

　耐久消費財
テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品

　生産財 原材料として投入される製品



・

7

鉱工業生産前月比　業種別の影響度合い

平成29年7月の生産指数は、電子部品・デバイス工業が上昇したものの、はん用・生産用・業務
用機械工業などが低下したため、前月比-0.8％の低下。
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・平成29年7月の鉱工業出荷指数は、100.0(前月比-0.7％)と2か月ぶりの低下。

鉱工業出荷指数の動向

8

(注) 1.水色のシャドー部分は、景気後退局面。

・平成29年5月の98.2以来の指数水準。

     2.灰色のシャドー部分は、消費税率引上げ。
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(注) 1.紫色のシャドー部分は、景気後退局面。

     2.灰色のシャドー部分は、消費税率引上げ。

財別出荷指数の動向
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財別出荷指数の前月比比較（平成２９年６月、７月）

10

‐4.4% ‐3.1%

0.6%‐0.8%

‐0.8%

-5.0%

0.0%

5.0%

資本財

耐久消費財

非耐久消費財鉱工業用生産財

建設財

６月前月比

７月前月比

0%

資本財（除．輸送機械）



寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

11

平成29年7月の鉱工業出荷指数を大きく動かした品目(財別)

解説 品目名 前月比 寄与率

資本財（除．輸送機械） －4.4% －87.5%

一般用蒸気タービン －90.6% －22.6%

半導体製造装置 －9.3% －18.1%

耐久消費財 －3.1% －58.7%

普通乗用車 －3.3% －33.0%

軽乗用車 －8.1% －12.9%

生産財 －0.2% －14.4%

モス型半導体集積回路（ＣＣＤ） －11.2% －16.3%

特殊鋼熱間圧延鋼材 －8.7% －13.8%

建設財 －0.8% －6.3%

鉄骨 －6.7% -3.6%

ガス温水給湯暖房機 －9.0% -1.2%

非耐久消費財 0.6% 10.0%

ガソリン 3.3% 8.0%

モイスチャークリーム 14.0% 3.7%

　建設財
鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

　非耐久消費財
食料品や衣料品など
家計で購入される製品

　資本財
クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品

　耐久消費財
テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品

　生産財 原材料として投入される製品



鉱工業在庫指数の動向

・平成29年7月の在庫指数は、107.8(前月比-1.2％)と2か月連続の低下。

・平成29年1月の107.4以来の指数水準。

(注) 1.水色のシャドー部分は、景気後退局面。

12
     2.灰色のシャドー部分は、消費税率引上げ。
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     2.灰色のシャドー部分は、消費税率引上げ。

鉱工業在庫率指数の動向

・平成29年7月の在庫率指数は、113.1(前月比2.4％)と3か月ぶりの上昇。

・平成29年4月の114.7以来の指数水準。

(注) 1.紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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（注）「２９Ⅲ速」の生産は７月の値、在庫は７月末の値を使用。

鉱工業の在庫循環図
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２ヶ月の生産予測伸び率（製造工業生産予測指数）
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平成29年8月生産計画の寄与順位表

16

（注）低下寄与業種は、一番下が最も低下寄与（影響度）が大きくなるように並んでいます。

上昇寄与業種 計画前月比 上昇寄与業種 計画前月比

　はん用・生産用・
　業務用機械工業

11.0％ 　金属製品工業 2.5％

　輸送機械工業 4.4％ 　紙・パルプ工業 3.6％

　電気機械工業 5.6％ 　非鉄金属工業 3.3％

　化学工業 4.0％ 　その他 0.9％

　情報通信機械工業 10.8％ 低下寄与業種 計画前月比

　鉄鋼業 6.8％
　電子部品・
　デバイス工業

-1.7％
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平成29年9月生産計画の寄与順位表

（注）低下寄与業種は、一番下が最も低下寄与（影響度）が大きくなるように並んでいます。

上昇寄与業種 計画前月比 低下寄与業種 計画前月比

　化学工業 2.8％ 　その他 -1.9％

　鉄鋼業 0.6％ 　電気機械工業 -2.6％

低下寄与業種 計画前月比
　電子部品・
　デバイス工業

-2.5％

　金属製品工業 -0.5％ 　情報通信機械工業 -12.1％

　紙・パルプ工業 -0.8％
　はん用・生産用・
　業務用機械工業

-9.1％

　非鉄金属工業 -3.4％ ※輸送機械工業は計画前月比横ばい



平成29年7月の

国内向け／輸出向け出荷の動向

図 表 集

平 成 29 年 9 月 7 日

経済解析室
URL : http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/utiwake/result-1.html



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業出荷指数の動向

・平成29年7月の鉱工業出荷指数は100.0(前月比-0.7％)と2か月ぶりの低下。

・平成29年5月の98.2以来の指数水準。
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財別出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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3

平成29年7月の鉱工業出荷内訳表の状況

出荷・国内向け出荷・輸出向け出荷

出荷内訳表の総括表を貼り付け

月次 出　　荷 輸　　出 国　　内

季調済指数 100.0 102.8 98.9
前月比 －0.7％ －2.1％ －0.6％

指数水準
H29.5 98.2以来 H29.5 101.9以来 H29.5 97.2以来

①H21.2    79.2 ①H21.2    67.0 ①H21.2    81.9
②H21.3    79.7 ②H21.3    69.0 ②H21.3    82.1
③H21.4    80.7 ③H21.1    70.9 ③H21.4    82.7

前月比の動き
２か月ぶり－ ３か月ぶり－ ２か月ぶり－
(H29.5以来) (H29.4以来) (H29.5以来)

前月比幅
H29.5 －2.9%以来 H29.4 －4.3%以来 H29.5 －4.0%以来

①H23.3 －15.7% ①H20.11 －12.8% ①H23.3 －16.8%
②H21.1  －9.5% ②H20.12 －11.7% ②H21.1  －9.5%
③H20.12 －7.1% ③H21.1  －11.0% ③H26.4  －6.0%

（注）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値



国内向け／輸出向け出荷の動向

平成29年7月の鉱工業出荷を国内向け／輸出向け別にみると、国内向けは98.9(前月比-0.6％)と2
か月ぶりの低下、輸出向けは102.8(前月比-2.1％)と3か月ぶりの低下。

・

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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・

鉱工業出荷前月比　国内向け／輸出向け別の影響度合い

5

平成29年7月の鉱工業出荷は国内向け、輸出向けともに低下したため、前月比－0.7％の低下。
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主要４業種、財の出荷前月比　国内／輸出向け出荷の影響度合い

6

業種別分類
出荷前月比

（％）
国内寄与度
（％ポイント）

輸出寄与度
（％ポイント）

輸送機械工業 0.4 -0.36 0.24

はん用・生産用・
業務用機械工業 -3.3 -2.39 -0.39

電子部品・デバイス工業 4.2 6.82 -1.73

化学工業（医薬品除く） -0.1 -1.17 0.45

出荷前月比
（％）

国内寄与度
（％ポイント）

輸出寄与度
（％ポイント）

-0.8 -0.58 -0.34

-4.4 -3.27 -0.58

-0.8 -0.09 -0.40

-3.1 -2.13 -0.91

      耐久消費財のうち
  乗用車・二輪車 -3.8 -3.18 -0.77

0.6 0.47 -0.09非耐久消費財

財別分類

鉱工業生産財

資本財（輸送機械除く）

建設財

耐久消費財



7

国内向け／輸出向け財別出荷指数前月比比較（平成２９年７月）
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・平成29年5月の97.2以来の指数水準。

国内向け出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

・平成29年7月の国内向け出荷指数は98.9(前月比-0.6％)と2か月ぶりの低下。
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(注)主要業種とは、国内向け出荷(ウエイト8028.51)のうち、ウエイトが大きい5業種を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(国内向け、ウエイト1658.38)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同796.12)、化学工業（除．医薬品）(同、同717.06)、石油・石炭製品工業(同、同
　　574.89)、電子部品・デバイス工業(同、同457.59)。

9

国内向け出荷前月比　業種別の影響度合い

・ 平成29年7月の国内向け出荷を主要業種別にみると、電子部品・デバイス工業などが上昇したも
のの、はん用・生産用・業務用機械工業などが低下。
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国内向け出荷前月比　財別の影響度合い

・

10

平成29年7月の国内向け出荷を財別にみると、非耐久消費財が上昇したものの、耐久消費財など
が低下。
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平成29年7月の国内向け出荷前月比　財別・業種別の影響度合い

11

寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら-100％
　　　　になる。

(注)試算値。

-0.6 -68.8
-4.3 -64.7

はん用・生産用・業務用機械工業 -4.2 -46.0

電気機械工業 -8.7 -21.8

-2.7 -40.3
輸送機械工業 -4.1 -46.0

電気機械工業 -3.9 -5.3

-0.8 -38.7
鉄鋼業 -4.3 -26.5

輸送機械工業 -1.9 -14.9

-0.1 -0.7
プラスチック製品工業 -11.1 -3.9
その他工業 -0.9 -0.9

0.5 8.0
石油・石炭製品工業 2.4 6.5
繊維工業 14.1 4.9

7.5 42.7
石油・石炭製品工業 13.1 43.1
プラスチック製品工業 3.9 1.9

前月比(％) 寄与率(％)

非耐久消費財

その他用生産財

耐久消費財

鉱工業用生産財

建設財

鉱工業
資本財（除．輸送機械）

財別分類



国内向け財別出荷指数前月比の比較（平成２９年６月、７月）

12
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輸出向け出荷指数の動向

・平成29年7月の輸出向け出荷指数は102.8(前月比-2.1％)と3か月ぶりの低下。

・平成29年5月の101.9以来の指数水準。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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・

輸出向け出荷前月比　業種別の影響度合い

平成29年7月の輸出向け出荷を主要業種別にみると、輸送機械工業などが上昇したものの、電子
部品・デバイス工業などが低下。

(注)主要業種とは、輸出向け出荷(ウエイト1971.49)のうち、ウエイトが大きい業種(上位4業種)を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(輸出向け、ウエイト560.52)、 はん用・生産用・業務用機械工業(同、同289.48)電子部品・デバイス工業(同、同253.51)、化学工業(同、同166.14)
    の4業種。
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輸出向け出荷前月比　財別の影響度合い

平成29年7月の輸出向け出荷を財別にみると、生産財などが低下。・
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平成29年7月の輸出向け出荷前月比　財別・業種別の影響度合い

寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら-100％
　　　　になる。

(注)試算値。

-2.1 -62.0
-1.3 -22.5

電子部品・デバイス工業 -5.9 -21.0
鉄鋼業 -6.9 -11.5

-4.5 -17.3
輸送機械工業 -3.5 -11.3
情報通信機械工業 -8.1 -1.9

-2.5 -11.6
非鉄金属工業 -58.3 -9.4
はん用・生産用・業務用機械工業 -2.2 -7.7

-6.2 -6.0
石油・石炭製品工業 -9.6 -4.7

プラスチック製品工業 -8.1 -0.3

-5.5 -3.1
鉄鋼業 -22.8 -2.7

電気機械工業 -9.3 -0.9

-1.6 -1.5
その他工業 -19.2 -2.2
繊維工業 -16.7 -0.4

建設財

非耐久消費財

耐久消費財

資本財（除．輸送機械）

その他用生産財

鉱工業
鉱工業用生産財

財別分類 前月比(％) 寄与率(％)
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輸出向け財別出荷指数前月比の比較（平成２９年６月、７月）

‐2.5%

‐4.5%

‐1.6%
‐1.3%

‐5.5%
-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

耐久消費財

⾮耐久消費財鉱⼯業⽤⽣産財

建設財

６⽉前⽉⽐
７⽉前⽉⽐
0%

資本財（除．輸送機械）



欧米向け出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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アジア向け出荷指数の動向

(注)水色のシャドー部分は、景気後退局面。
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(注)試算値。

輸出向け出荷前月比　地域別の影響度合い

・

20

平成29年7月の輸出向け出荷を、地域別にみると、米国向けなどが上昇したものの、中国向けな
どが低下。
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主要４業種、財の出荷前月比　米国／中国向け出荷の影響度合い

（注）米国と中国以外の地域への輸出も相当量あることから、米国向け出荷と中国向け出荷の寄与度を合計しても輸出向け出荷の前月比になるわけではない。
      それぞれの寄与度は、輸出向け出荷全体に対する米国向け出荷と中国向け出荷の影響度合いの目安として示している。

21

業種別分類
輸出向け出荷

前月比
（％）

米国向け
寄与度

（％ポイント）

中国向け
寄与度

（％ポイント）

輸送機械工業 1.0 0.83 -5.56

はん用・生産用・
業務用機械工業 -1.5 17.78 -5.18

電子部品・デバイス工業 -5.9 -2.40 -12.66

化学工業（医薬品除く） 2.1 0.53 -11.39

輸出向け出荷
前月比
（％）

米国向け
寄与度

（％ポイント）

中国向け
寄与度

（％ポイント）

-1.3 -0.78 -8.79

-2.5 18.49 5.11

-5.5 7.67 -0.25

-4.5 2.70 -1.15

      耐久消費財のうち
  乗用車・二輪車 -3.6 3.99 -0.59

-1.6 -12.77 -0.33

資本財（輸送機械除く）

建設財

耐久消費財

非耐久消費財

財別分類

鉱工業生産財



平成29年7月の鉱工業総供給表の状況

総供給・国産品供給・輸入品供給

総供給表の総括表を貼り付け

22

月次 総　供　給 国　　産 輸　　入

季調済指数 103.1 99.3 116.9
前月比 0.0％ －0.4％ 0.1％

指数水準
H29.5 97.3以来 H29.5 118.2以来

①H21.2,3  82.1 ⅠH26.3   122.8
②H23.4    82.5 ⅡH27.2   121.2
③H21.4    82.6 ⅢH29.4   121.1

前月比の動き
２か月ぶり－ ３か月ぶり＋
(H29.5以来) (H29.4以来)

前月比幅
H29.5 －3.9%以来 H29.4 0.6%以来

①H23.3       －16.9% ⅠH21.11   8.3%
②H21.1        －9.3% ⅡH26.6    7.6%
③H20.12,H26.4 －6.0% ⅢH26.3    6.6%

（注）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値

－

－

－
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内訳をみると、国産は99.3(前月比-0.4％)と2か月ぶりの低下、輸入は116.9(前月比0.1％)と3か
月ぶりの上昇。

・

平成29年7月の鉱工業総供給指数は103.1(前月比0.0％)と横ばい。・

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業総供給指数の動向
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輸入品供給指数の動向

24

・平成29年7月の輸入品供給指数は116.9(前月比0.1％)と3か月ぶりの上昇。

・平成29年5月の118.2以来の指数水準。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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サ ー ビ ス 産 業 活 動 図 表 集

平 成 29 年 9 月 11 日

URL:http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result-1.html

平成29年7月の第３次産業活動指数の状況



平成29年7月の第３次産業活動指数の状況

1

（注）Ⅰ～Ⅲは平成22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値 

月次(平成29年7月分) 第３次産業総合 広義対個人サービス 広義対事業所サービス

季調済指数 104.9 105.4 104.6

前月比 0.1％ 0.5％ 0.0％

指数水準 29年 5月 105.0以来 29年 5月 105.5以来 －

I 20年 3月 106.7 I 26年 3月 107.1
II 26年 3月 105.5 II 29年 4月 106.1
III 20年 2月 105.3 III 27年10月 105.6

前月比の動き 3か月ぶり＋ 3か月ぶり＋ 横ばい
(29年 4月以来) (29年 4月以来)

前月比幅 29年 4月 1.4％以来 29年 4月 2.2％以来 －

I 26年 3月 2.1％ I 23年 4月 3.2％
II 23年 4月 1.8％ II 26年 3月 2.6％
II 23年 6月 1.8％ III 29年 4月 2.2％

原指数　前年同月比 1.0％ 0.7％ 1.2％

前年同月比の動き 4か月連続＋ 4か月連続＋ 5か月連続＋
(29年 4月以降) (29年 4月以降) (29年 3月以降)

前年同月比幅 29年 5月 1.9％以来 29年 5月 1.2％以来 29年 6月 1.6％以来

I 24年 3月 4.7％ I 24年 3月 7.4％ I 24年 5月 4.1％
II 24年 5月 4.0％ II 24年 4月 4.6％ II 26年 3月 3.3％
III 24年 4月 3.3％ III 24年 5月 3.8％ III 27年 4月 3.1％
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・平成29年7月の第３次産業活動指数は、104.9(前月比0.1％)と3か月ぶりの上昇。

・平成29年5月の105.0以来の指数水準。

第３次産業活動指数の動向

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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平成２９年７月 

「第３次産業活動は持ち直しの動き」 

基調判断の推移 

・平成２７年１月～４月  

  「持ち直している」 

・平成２７年５月～６月 

  「足踏みがみられる」 

・平成２７年７月～９月 

  「横ばい傾向」 

・平成２７年１０月 

  「持ち直しの動きがみられる」 

・平成２７年１１月 

  「一進一退」 

・平成２７年１２月～２８年３月 

  「一進一退ながら一部に弱さがみられる」 

・平成２８年４月～２８年１０月 

  「一進一退」 

・平成２８年１１月～２９年４月 

  「横ばい」 

・平成２９年５月～  
 「持ち直しの動き」     

     （２７年１月より基調判断を実施） 

  

   

（平成22年=100、季節調整済）

前期比(％) 前月比(％) 前月比(％)
27年 Ⅰ期 103.1 0.9 27年  1月 103.0 0.5 102.5 0.3

Ⅱ期 103.3 0.2  2月 103.1 0.1 102.9 0.4
Ⅲ期 103.4 0.1  3月 103.2 0.1 103.1 0.2
Ⅳ期 103.3 -0.1  4月 103.4 0.2 103.2 0.1

28年 Ⅰ期 103.7 0.4  5月 103.1 -0.3 103.2 0.0
Ⅱ期 103.7 0.0  6月 103.3 0.2 103.3 0.1
Ⅲ期 104.0 0.3  7月 103.4 0.1 103.3 0.0
Ⅳ期 104.1 0.1  8月 103.6 0.2 103.4 0.1

29年 Ⅰ期 103.8 -0.3  9月 103.2 -0.4 103.4 0.0
Ⅱ期 104.9 1.1  10月 103.8 0.6 103.5 0.1

 11月 103.2 -0.6 103.4 -0.1
 12月 102.8 -0.4 103.3 -0.1

28年  1月 103.7 0.9 103.2 -0.1
 2月 103.9 0.2 103.5 0.3
 3月 103.6 -0.3 103.7 0.2
 4月 103.9 0.3 103.8 0.1
 5月 103.4 -0.5 103.6 -0.2
 6月 103.9 0.5 103.7 0.1
 7月 104.0 0.1 103.8 0.1
 8月 104.1 0.1 104.0 0.2
9月 103.9 -0.2 104.0 0.0

10月 104.0 0.1 104.0 0.0
11月 104.2 0.2 104.0 0.0

 12月 104.1 -0.1 104.1 0.1
29年  1月 104.0 -0.1 104.1 0.0

 2月 103.9 -0.1 104.0 -0.1
 3月 103.6 -0.3 103.8 -0.2
 4月 105.0 1.4 104.2 0.4
 5月 105.0 0.0 104.5 0.3
 6月 104.8 -0.2 104.9 0.4
 7月 104.9 0.1 104.9 0.0

後方３か月
移動平均

第３次産業
総合

第３次産業
総合



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

・平成29年4月の108.1以来の指数水準。

卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数

4

平成29年7月の卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数は、107.8(前月比0.3％)と3か月ぶ
りの上昇。

・
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平成29年7月の第３次産業活動指数は、卸売業などが低下したものの、情報通信業などが上昇し
たため、前月比0.1％の上昇。

・

第３次産業活動指数前月比　業種別の影響度合い

5
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 寄与率：第３次産業全体の変動に対して影響を及ぼした、各業種の影響の度合い全業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100%、低下なら
        -100%になる。

第３次産業活動指数を大きく動かした個別系列

業種名 前月比 寄与率

１位の業種 情報通信業 1.7% 201.2%

情報処理・提供サービス業 5.5% 110.7%

ソフトウェア業 3.5% 97.8%

２位の業種 金融業，保険業 1.3% 129.6%

全銀システム取扱高 1.2% 25.0%

３位の業種 電気・ガス・熱供給・水道業 3.8% 104.3%

電気業 7.0% 96.0%

１位の業種 卸売業 - 1.3% - 183.5%

電気機械器具卸売業 - 7.4% - 149.9%

その他の卸売業 - 3.0% - 38.8%

２位の業種 生活娯楽関連サービス - 1.1% - 128.0%

プロスポーツ（スポーツ系興行団） - 5.6% - 26.8%

冠婚葬祭業 - 5.9% - 38.4%

３位の業種 事業者向け関連サービス - 1.0% - 82.4%

土木・建築サービス業 - 7.0% - 83.0%

内訳業種

内訳業種

内訳業種

○ 第３次産業総合を上昇方向へ
引っ張った３業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 第３次産業総合を低下方向へ
引っ張った３業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種



　

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

7

広義対個人サービス／広義対事業所サービス活動指数の動向

・平成29年7月の広義対個人サービス活動指数は、105.4(前月比0.5％)と3か月ぶりの上昇。

・広義対事業所サービス活動指数は、104.6(前月比0.0％)と横ばい。
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・ 平成29年7月の第３次産業活動指数は、広義対事業所サービスが横ばいだったものの、広義対
個人サービスが上昇したため、前月比0.1％の上昇。

第３次産業総合前月比　広義対個人／広義対事業所サービスの影響度合い
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・

・非製造業依存型事業所向けサービス活動指数は、107.0(前月比－0.5％)と4か月ぶりの低下。

製造業／非製造業依存型　事業所向けサービス活動指数の動向

9

(注)1.広義対事業所サービスの内訳系列を、産業連関表の製造業と非製造業の投入比率の大小により、「製造業依存型」と「非製造業依存型」の二つに分類している。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

平成29年7月の製造業依存型事業所向けサービス活動指数は、97.3(前月比0.3％)と5か月連続の
上昇。
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平成29年7月の広義対事業所サービス活動指数は、非製造業依存型事業所向けサービスが低下し
たものの、製造業依存型事業所向けサービスが上昇し、全体としては前月比0.0％の横ばい。

広義対事業所向けサービス活動前月比
製造業／非製造業依存型事業所向けサービス別の影響度合い

・
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(月／年) 

(季節調整済、前月比、％、％ポイント) 



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

非選択的／し好的　個人向けサービス活動指数の動向

平成29年7月の広義非選択的個人向けサービス活動指数は、107.8(前月比0.7％)と3か月ぶりの
上昇。

・広義し好的個人向けサービス活動指数は、102.3(前月比0.0％)と横ばい。

・
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(月／年) 

東日本大震災発生 消費税率引上げ 



平成29年7月の広義対個人サービス活動指数は、広義し好的個人向けサービスが横ばいだった
ものの、広義非選択的個人向けサービスが上昇したため、前月比0.5％の上昇。

12

広義対個人サービス活動前月比
非選択的／し好的個人向けサービス別の影響度合い

・
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(季節調整済、前月比、％、％ポイント) 
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広義対事業所サービス、し好的個人向けサービスを大きく動かした個別系列

業種名 前月比

その他の情報処理・提供サービス業 9.3%
各種商品卸売業 4.4%
食料・飲料卸売業 2.5%
他に分類されない広告 13.0%
全銀システム取扱高 1.2%

電気機械器具卸売業 - 7.4%
建設コンサルタント - 14.9%
その他の卸売業 - 3.0%
流通業務 - 3.8%
土地売買（首都圏） - 21.4%

業種名 前月比

マンション分譲（首都圏） 23.9%
機械器具小売業 8.3%
ゲームソフト 11.6%
美容業 4.7%
マンション分譲（近畿圏） 27.4%

プロスポーツ（スポーツ系興行団） - 5.6%
結婚式場業 - 14.1%
戸建住宅売買（近畿圏） - 11.6%
自動車小売業 - 1.1%
自動車整備業 - 2.6%

○ 広義対事業所サービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 広義対事業所サービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種
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(注)1.消費向けサービス活動指数は、非製造業から供給される個人消費関連のサービス(小売業や娯楽業など)の動きを表す系列。
   投資向けサービス活動指数は、非製造業から供給される民間企業設備関連のサービス(ソフトウェア開発、機械器具卸売業など)の動きを表す系列。

　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・投資向けサービス活動指数は、99.2(前月比－2.2％)と2か月ぶりの低下。

・平成29年7月の消費向けサービス活動指数は、105.4(前月比0.5％)と3か月ぶりの上昇。

消費向け／投資向けサービス活動指数の動向
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第３次産業総合 消費向け 投資向け (22年＝100、季節調整済) 

(月／年) 

東日本大震災発生 消費税率引上げ 
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観光関連産業活動指数、飲食関連産業活動指数の動向

・平成29年7月の観光関連産業活動指数は、107.2(前月比－0.4％)と2か月ぶりの低下。

・飲食関連産業活動指数は、101.5(前月比0.2％)と2か月ぶりの上昇。

(注)1.観光関連産業活動指数には、鉄道、バス、タクシー、飛行機、船舶等の旅客運送業、道路施設提供業(高速道路)、旅館、ホテル等の宿泊業、旅行業、遊園地・テーマパークが含まれる。
   飲食関連産業活動指数には、デパート等の各種商品小売業(飲食料品部門)、飲食料品小売業、食堂,レストランやファーストフード等の飲食店,飲食サービス業が含まれる。

　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。
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観光関連産業 飲食関連産業 (22年＝100、季節調整済) 

(月／年) 

東日本大震災発生 消費税率引上げ 
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・平成29年7月のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、110.0(前月比1.4％)と3か月ぶりの上昇。

・財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、98.3(前月比－0.4％)と2か月連続の低下。

形態別にみたサービス活動指数の動向

(注)1.インフラ型サービス活動指数、財の取引仲介型サービス活動指数、生活関連型サービス活動指数は、、それぞれ下記大分類業種の季節調整済指数を各ウェイトで加重平均して算出した
　　　試算値。なお、第３次産業活動指数の11ある大分類業種のうち「事業者向け関連サービス」は、この３つの試算値には含めていない。
　　　・インフラ型サービス活動指数：電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、金融業，保険業
　　　・財の取引仲介型サービス活動指数：卸売業、物品賃貸業(自転車賃貸業を含む)、小売業、不動産業
　　　・生活関連型サービス活動指数：医療,福祉、生活娯楽関連サービス
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・生活関連型サービス活動指数(試算値)は、107.6(前月比－0.6％)と2か月ぶりの低下。
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(月／年) 

東日本大震災発生 

消費税率引上げ 



インフラ型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

・平成29年7月のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、情報通信業などが上昇したため、前月
比1.4％の上昇。
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業種別にみたインフラ型サービス活動の動向

18
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

平成29年7月の財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、小売業が上昇したものの、卸売業
などが低下したため、前月比－0.4％の低下。

・
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(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

業種別にみた財の取引仲介型サービス活動の動向
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生活関連型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

21

・平成29年7月の生活関連型サービス活動指数(試算値)は、生活娯楽関連サービスなどが低下した
ため、前月比－0.6％の低下。
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業種別にみた生活関連型サービス活動の動向

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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（FBI 2017年第２四半期） 

経 済 解 析 室 

平成２９年８月 

0 

飲 関連産業の動向 食 

ミニ経済分析ＵＲＬ： http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html  

前期比では、僅かに低下したが、 
レベル的には、高水準を維持した 
フード・ビジネス 



 ● フード・ビジネス・インデックス（FBI）は「食料品工業」、「食料品流通業」、「飲食サー
ビス業」の３業態を付加価値額（儲け）の発生割合で求めた比で加重平均した指数。

フード・ビジネス・インデックス（FBI）のしくみ

1

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。
（注）総合スーパー飲食料品小売系列については、飲食料品小売業分を除いて計算。

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注１）を参照。

フード・ビジネス・

インデックス

（FBI）

食料品工業
１系列

食料品流通業
以下、４系列を

加重平均

飲食サービス業
以下、４系列を

加重平均

・食料品・たばこ工業

※鉱工業生産指数

・飲食料品卸売業

・飲食料品小売業

※第３次産業活動指数

・百貨店飲食料品小売

・総合スーパー飲食料品小売

※商業動態統計より試算

・食堂，レストラン，専門店

・パブレストラン，居酒屋

・喫茶店

・ファーストフード店及び

飲食サービス業

※第３次産業活動指数



フード・ビジネスの名目事業規模（2015年、2016年、試算値）

 ●　2016年のフード・ビジネス全体の名目事業規模は、１７９兆1,600億円。

 ●　食料品工業が約３２兆円、飲食サービス業も約３２兆円で、食料品流通業が約１１５兆円。

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注２）を参照。

資料：経済産業省「工業統計」、「商業動態統計」、「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、
　　　日本フードサービス協会「平成27年(28年)外食産業市場規模推計について」より作成。

2

          名⽬事業規模（試算値）

2015年 2016年
フード・ビジネス全体 180兆2,600億円 179兆1,600億円

⾷料品⼯業 32兆6,400億円 31兆9,300億円

⾷料品流通業 115兆8,400億円 114兆8,000億円

 ⾷料品関連卸売業 68兆6,000億円 68兆5,300億円

 ⾷料品関連⼩売業 47兆2,400億円 46兆2,700億円

飲⾷サービス業 31兆7,900億円 32兆4,200億円

18.1%

64.3%

17.6%

2015年

17.8%

64.1%

18.1%

2016年

180兆
2,600億円

179兆
1,600億円
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フード・ビジネスにおける事業所数（2014年調査）

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注３）を参照。

資料：総務省・経済産業省「経済センサスー基礎調査」より作成。

飲食サービス業が６７万事業所で、半分以上を占めている。それに次ぐのは、食料品関連小
売業の３１万事業所。

2014年で、フード・ビジネスに携わる事業所数は、約１１２万事業所。●

●

5.3%

34.4%

60.3%

事業所数
⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業

1,117,737

フード・ビジネス全体 1,117,737

⾷料品⼯業 59,555

⾷料品流通業 384,901

 ⾷料品関連卸売業 76,653

 ⾷料品関連⼩売業 308,248

飲⾷サービス業 673,281

事業所数（2014年）



フード・ビジネスにおける従業者数（2014年調査）

 ●　2014年でフード・ビジネスに従事する従業員数は1,014万人。

 ●　飲食サービス業で約４８０万人、食料品関連小売業で約３１０万人。

資料：総務省・経済産業省「経済センサスー基礎調査」より作成。

4

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注３）を参照。

14.0%

38.7%

47.3%

従業者数
⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業

10,143千⼈

フード・ビジネス全体 10,143

⾷料品⼯業 1,417

⾷料品流通業 3,930

 ⾷料品関連卸売業 820

 ⾷料品関連⼩売業 3,110

飲⾷サービス業 4,796

従業者数（2014年、千⼈）



　FBI（フード・ビジネス・インデックス）の推移

5



6

 ●　2016年のFBIは前年比マイナス０.５％低下。

 ●　食料品工業は前年比０.１％上昇、食料品流通業は同マイナス０.２％低下。

 ●　飲食サービス業は５年ぶりに前年比マイナス０.９％低下。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

ＦＢＩ年単位の推移

98.8
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ＦＢＩ ⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業

（2010年=100、原指数）

（年）



指数値は１００.３、水準としてはこの５年の中でかなり高いレベルを維持。

7
資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

FBI全体は、一昨年第３四半期からの停滞、低下基調から、2017年第１四半期に急上昇し、続
く第２四半期は反動減もあり前期比マイナス０.１％と僅かに低下。

ＦＢＩ（季節調整値）の推移（四半期）

●

●

100.3 

95

100

105

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2012 2013 2014 2015 2016 2017
（期／年）

（2010年＝100、季節調整済）



食料品流通業、飲食サービス業は前期比低下、食料品工業のみが３期連続の上昇。

飲食サービス業は引き続き高水準を維持。食料品流通業も消費税率引上げ前の水準を維持。
食料品工業は引き続き好調で、やはり消費税率引上げ前の2013年第３四半期レベルに到達。

●

ＦＢＩ（季節調整済）の内訳構成業態の推移（四半期）

●

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。
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（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

３業態揃って大きく前期比上昇した第１四半期からすると、第２四半期は僅かな低下に止
まったが、食料品工業は上昇が続いた。

●

ＦＢＩ（季節調整済）の伸び率に対する内訳業種の影響度合い

9
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●

● 第２四半期は、FBI全体の前期比マイナス０.１％低下のうち、流通業がマイナス０.１％ポイ
ント、飲食サービス業がマイナス０.０３％ポイントの低下寄与。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

10

ＦＢＩ（季節調整済）の伸び率に対する内訳業種の影響度合い

食料品工業は０.１％ポイントの上昇寄与。
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　食料品工業の推移

11



資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。

●

●

12

食料品工業の推移（2010年＝１００、年、四半期）

食料品工業指数の2017年第２四半期は前期比０.５％と３期連続の上昇。

指数値は９８.３で、消費税率引上げ前の2013年第３四半期の９８.４に迫る水準に到達。
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13
（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。

●

● 長期低落傾向であった酒類も含め、食料品生産の各品目指数は、消費税率引上げ前の水準に回復。

乳製品、油脂・調味料は低下。

酒類の上昇が目立つ。肉製品、清涼飲料の生産指数は僅かに上昇し、長期的に見ても高い水準を維
持。

食料品工業（季節調整済）内訳系列の推移

●
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●

食料品工業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

14

食料品工業および清涼飲料がそれぞれ３期連続で上昇となったのは、消費税率引上げ後初。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。

● 「油脂・調味料」は５期ぶりに低下。

食料品工業の変動に対する寄与では、近時、清涼飲料の寄与が大きいが、2017年第２四半期
は酒類の上昇寄与が大部分を占めている。

●
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第２四半期は、食料品工業全体の前期比０.５％上昇に対し、酒類が０.８％ポイントの上昇
寄与、次いで清涼飲料が０.２％ポイントの上昇寄与。

食料品工業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。

●

●

15

酒類生産の増加は、ビールなどの増産によるもの。
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　食料品流通業の推移

16



● 食料品流通業指数は2017年第１四半期に４期ぶりに大幅上昇したが、続く第２四半期は連続
上昇とはならず前期比マイナス０.２％と僅かに低下。

●

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

17

食料品流通業の推移（2010年＝１００、年、四半期）

指数値は９９.１で、引き続き高めの水準を維持。
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● 低下基調だった「総合スーパー飲食料品小売」は２期連続の上昇。

2017年第２四半期は「飲食料品小売業」、「飲食料品卸売業」、「百貨店飲食料品小売」が
２期ぶりに低下となったが、「飲食料品卸売業」の指数値は９８.９と第１四半期から引き続
き高水準。

●

18
（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

食料品流通業（季節調整済）内訳系列の推移
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（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

19

2017年第１四半期は全系列上昇寄与で大幅上昇となったが、続く第２四半期は反動で小幅な
低下。

「総合スーパー飲食料品小売」を除く３系列が低下寄与となった。●

●

食料品流通業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い
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食料品流通業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

●

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

20

「総合スーパー飲食料品小売」のみ僅かに上昇寄与となったが、影響は小さい。

● 2017年第２四半期の食料品流通業の前期比マイナス０.２％低下に対し、飲食料品小売業はマ
イナス０.１％ポイント、飲食料品卸売業は同マイナス０.１％ポイントの低下寄与。
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　飲食サービス業の推移



（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

● 飲食サービス業指数の2017年第２四半期は前期比マイナス０.１％と僅かに低下。2016年第３
四半期より上昇を続けていたが、４期ぶりに低下。

指数値１０３.７は第１四半期に続き過去２番目に高い水準。●

飲食サービス業の推移（2010年＝１００、年、四半期）
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（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

●

飲食サービス業の内訳系列では、「ファーストフード店及び飲食サービス業」が２期ぶりの
上昇で最高水準を更新。また、「パブレストラン，居酒屋」は低下基調が続いていたが、２
期連続の上昇。

他方、「食堂，レストラン，専門店」は横ばい、喫茶店は３期ぶりの低下。

●

飲食サービス業（季節調整済）内訳系列の推移
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●

飲食サービス業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

24
（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

「ファーストフード店及び飲食サービス業」が１年ぶりに大きな上昇寄与を見せ、「パブレ
ストラン，居酒屋」も上昇寄与となった。

他方、寄与が大きく出やすい「食堂，レストラン，専門店」は横ばいで寄与無し。●

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2012 2013 2014 2015 2016 2017

-2

-1

0

1

2
（季節調整済、前期⽐、%、%ポイント）

（期／年）

飲⾷サービス業

ファーストフード店
及び飲⾷サービス業

喫茶店

⾷堂，レストラン，
専⾨店

パブレストラン，
居酒屋



●

25

飲食サービス業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

2017年第２四半期の飲食サービス業の前期比マイナス０.１％低下に対し、喫茶店がマイナス
０.０２％ポイントの低下寄与。

「ファーストフード店及び飲食サービス業」が０.６％ポイント、「パブレストラン，居酒
屋」は０.１％ポイントの上昇寄与。

●

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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　飲食料品小売（内食）と飲食サービス業（外食）

26



（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

消費税率引上げの影響は内食と外食で差が出たが、2015年から2016年前半までは内食、外食
ともに低下基調の推移。

「飲食料品小売（内食）」と「飲食サービス（外食）」の推移

●

●

　注：シャドー部分は景気後退局面。また「飲食関連産業」は第３次産業活動指数の系列であり、FBIとは異なる。

27

外食は2016年後半より３期連続の上昇と低下基調の続く内食とは異なる動きだったが、2017
年第２四半期はともに低下。
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　注：シャドー部分は景気後退局面。

28

（資料）外食、内食は経済産業省「第３次産業活動指数」。価格は総務省「消費者物価指数」より試算。

「飲食料品小売（内食）」、「飲食サービス（外食）」と価格

外食は消費税率引上げの影響が小さく緩やかに上昇も、2015年第４四半期から大きく低下し、
2016年後半から回復。2017年第１四半期は価格は僅かに上昇し、指数水準は３期ぶりに低下。

●

内食は消費税率引上げによる攪乱が収束後、価格の上昇に合わせて指数水準が低下し、実質
ベースで低下が続いていたが、価格は2017年第１四半期より２期連続、指数水準は２期ぶりに
低下。

●
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発生 東日本大震災発生 消費税率引上げ
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（注１）

１．フード・ビジネス・インデックス（ＦＢＩ）は、鉱⼯業指数（2010年基準）の「⾷料品・たばこ⼯業」、第３次産業活動指数（2010年基準）の「飲⾷料品卸売業」、

「飲⾷料品⼩売業」、「⾷堂，レストラン，専⾨店」、「パブレストラン，居酒屋」、「喫茶店」、「ファーストフード店及び飲⾷サービス業」、及び 試算値である

「百貨店飲⾷料品販売（2010年基準）」、「総合スーパー飲⾷料品販売（2011年基準）」を全産業活動指数の2010年基準ウェイトの⽐率を⽤いて試算している。

２．⾷料品⼯業は、鉱⼯業指数（2010年基準）の「⾷料品・たばこ⼯業」をそのまま採⽤。

３．⾷料品流通業は、第３次産業活動指数（2010年基準）の「飲⾷料品卸売業」、「飲⾷料品⼩売業」、「百貨店飲⾷料品販売（2010年基準、試算値） 」、「総合スー

パー飲⾷料品販売（2011年基準、試算値） 」の加重平均値。

４．「百貨店飲⾷料品販売」は商業動態統計の百貨店飲⾷料品販売額を消費者物価指数で実質化したものを2010年基準で指数化。「総合スーパー飲⾷料品販売」は商業動

態統計のスーパー飲⾷料品販売額から、飲⾷料品⼩売業に格付けされる事業所分を控除したものを、消費者物価指数で実質化し2011年基準で指数化。ウェイトについて

は商業動態統計の各種商品⼩売業の2010年販売額計に対する百貨店飲⾷料品販売額2010年計及びスーパー飲⾷料品販売額2011年計の割合で、第３次産業活動指数

（2010年基準）の各種商品⼩売業のウェイトを按分し、さらに全産業活動指数の2010年基準ウェイトの⽐率を⽤いて試算している。

５．飲⾷サービス業は、 第３次産業活動指数（2010年基準）の「⾷堂，レストラン，専⾨店」、「パブレストラン，居酒屋」、「喫茶店」、「ファーストフード店及び飲

⾷サービス業」の加重平均値。

（注２）

１．「⾷料品⼯業」は、2014年⼯業統計産業編の「⾷料品製造業出荷額」と「飲料たばこ飼料製造業出荷額から飼料関係細分類出荷額を控除したもの」の合計値を、鉱⼯

業出荷指数の「⾷料品たばこ⼯業」の2015年前年⽐で伸ばした数値（※１）について、企業物価指数の伸び率でインフレートしている（2015年）。2016年については

※１をさらに2016年前年⽐で延ばした数値について、企業物価指数の伸び率でインフレートしている。

２．「⾷料品関連卸売業」は、商業動態統計の「農特産物・⽔産物卸売業」と「⾷料・飲料卸売業」の2015（2016）年計の合計。

３．「⾷料品⼩売業」は、商業動態統計の「⾷料品⼩売業」と⼤型⼩売店統計の百貨店の商品内訳の飲⾷料品販売額の2015（2016）年計の合計。

４．「飲⾷サービス業」は、⽇本フードサービス協会公表の「広義の外⾷産業の2015年（2016年）市場規模」を使⽤。

（注３）
１．「⾷料品⼯業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「⾷料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の⺠営事業所数（従業者数）の合計値から、「飼

料・有機質肥料製造業」の事業所数（従業者数）を除いている。

２．「⾷料品関連卸売業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷料品卸売業」の⺠営事業所数（従業者数）。

３．「⾷料品関連⼩売業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷料品⼩売業」の⺠営事業所数（従業者数）。

４．「飲⾷店、飲⾷サービス業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷店」と「持ち帰り・配達飲⾷サービス業」の⺠営事業所数（従業者数）の合計値。

【掲載図表の補足事項】



海外現地法⼈の出荷の上昇により
過去最⾼値を更新したグローバル出荷

；グローバル出荷指数 ２０１７年Ⅰ期

経済解析室
２０１７年７⽉

ミニ経済分析URL：http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai‐result‐1.html



1

• 製造業のグローバル展開を踏まえ、国内外の製造業の⽣産動向を「業種
別」に⼀元的に捉えようとした指標。

• 製造業の動向を事業所ベースで捉えることとし、「鉱⼯業出荷内訳表・
総供給表」と「海外現地法⼈四半期調査」の組合せにより、海外⽣産
（出荷）⽐率等を算出している。

★: 出荷海外⽐率=C/A
◆: 海外市場⽐率

＝(B2＋C1＋C2)/A
▲: 輸⼊⽐率＝E/D
※: 逆輸⼊⽐率＝C3/E

グローバル出荷指数とは？

グローバル出荷指数

国内事業所からの出荷

（国内出荷指数）

国内向け 総供給指数

輸⼊指数

輸出向け

⽇本企業の海外の

事業所からの出荷

（海外出荷指数）

現地販売指数

第三国向け

⽇本向け輸出指数

★◆

★

A

B

C

B１

B2

C1

C2

C3

D

E

※▲

◆

◆

◆

※

▲

1



製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（総括表）

　　注１）各四半期の結果については季節調整済指数、2015年度の結果については原指数。
　　注２）国内出荷指数は、「鉱業」を含まない「製造工業」の出荷指数。

2

2016年

10～12月期 1～3月期 前期比

グローバル出荷指数 105.4 106.2 107.8 1.5

国内出荷指数 97.2 98.2 98.8 0.6

国内向け 96.4 97.1 97.8 0.7

輸出向け 100.4 102.3 103.6 1.3

海外出荷指数 131.3 131.4 136.4 3.8

仕向け先別 自国向け 132.5 136.2 141.0 3.5

日本向け 122.8 118.4 118.6 0.2

第三国向け 132.3 124.4 133.1 7.0

地域別 中国(含香港) 129.3 131.0 134.5 2.7

ASEAN4 119.3 120.2 124.0 3.2

北米 158.0 156.0 163.4 4.7

それ以外の地域 119.6 118.0 122.8 4.1

2016年度
2017年



製造業グローバル出荷指数（原指数）の推移（総括表）

　　注）国内出荷指数は、「鉱業」を含まない「製造工業」の出荷指数。
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2016年

1～3月期 1～3月期 前年同期比

グローバル出荷指数 105.4 104.3 109.4 4.9

国内出荷指数 97.2 97.2 101.2 4.1

国内向け 96.4 97.5 100.6 3.2

輸出向け 100.4 97.5 103.4 6.1

海外出荷指数 131.3 126.8 135.3 6.7

仕向け先別 自国向け 132.5 131.1 140.3 7.0

日本向け 122.8 104.8 112.8 7.6

第三国向け 132.3 124.3 131.8 6.0

地域別 中国(含香港) 129.3 121.2 129.4 6.8

ASEAN4 119.3 112.1 121.9 8.7

北米 158.0 162.7 165.1 1.5

それ以外の地域 119.6 112.6 125.8 11.7

2016年度
2017年



製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移

4

2017年第Ⅰ期の製造業グローバル出荷指数（季節調整済）は、１０７.８で４期連続の上昇（前期
比１.５％上昇）。
海外出荷指数は、１３６.４で２期連続の前期比３.８％の上昇。
国内出荷指数は９８.８で４期連続の前期比０.６％の上昇。
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 製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（前月比、内外寄与度）

グローバル出荷全体の前期比１.５％上昇において、海外出荷は、２期連続の同１.１％ポイント上
昇寄与。国内出荷は４期連続の０.４％ポイントの上昇寄与。
2017年第Ⅰ期のグローバル出荷のけん引役は、海外出荷となっている。
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グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（業種別）

輸送機械工業（前期比２.４％上昇）、電気機械工業（同３.３％上昇）、化学工業（同１.８％上
昇）が大きく前期比上昇。はん用・生産用・業務用機械及び「それ以外の業種」はほぼ横ばい。

　※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。
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グローバル出荷指数の推移（前期比、業種別寄与度）

グローバル出荷全体の前期比上昇に対し、輸送機械工業の寄与が最も大きく、４期連続で前期比
０.８％の上昇寄与。電気機械工業も３期連続の前期比０.６％ポイントの上昇寄与。
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国内ビジネス/海外ビジネスの指数計算結果

8

ウェイト 2016年度 2016年
Ⅳ期

2017年
Ⅰ期

前期比

国内ビジネス 6097.9 96.4 97.1 97.8 0.7％

海外ビジネス 3902.1 119.4 120.2 123.8 3.0％

海外出荷 2402.5 131.3 131.4 136.4 3.8％

輸出向け出荷 1499.6 100.4 102.3 103.6 1.3％

国内拠点からの国内向け出荷である「国内ビジネス」は、前期比0.7％上昇。輸出向け出荷と海外現地法

人の出荷の加重合計である「海外ビジネス」は、前期比3.0％上昇。



（％）

（四半期／年）

国内ビジネス、海外ビジネスの前期比寄与の変化

9

‐3%

‐2%

‐1%

0%

1%

2%

3%

4%

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2013 2014 2015 2016 2017

国内ビジネス

海外ビジネス

グローバル出荷

2017年Ⅰ期のグローバル出荷全体の上昇に対し、国内ビジネスも上昇寄与となったが、海外
ビジネスが大幅な上昇寄与となった。
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海外ビジネスの内訳前期比寄与の変化

10

2017年Ⅰ期の海外ビジネスでは、日本国内からの輸出向け出荷も前期比上昇寄与であった
が、海外現地法人における出荷の前期比上昇によって、全体が伸びていた。



　業種別・仕向け先別・地域別
　海外出荷指数
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12

主要業種はいずれも前期比上昇。輸送機械工業（前期比４.３％上昇）、電気機械工業（同５.２％
上昇。）、はん用・生産用・業務用機械工業（同２.９％上昇）、化学工業（同２.９％上昇）。

業種別海外出荷指数（季節調整済）の推移

　※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。
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海外出荷指数の業種別前期比寄与度

海外出荷全体の前期比３.８％に対し、輸送機械工業が２.２％ポイントの上昇寄与。
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2017年第Ⅰ期の海外出荷指数においては、輸送機械工業の割合は、５２．６％。これに次ぐのが、
電気機械工業の１７．９％

海外出荷指数（原指数）の業種別構成比
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仕向け先別海外出荷指数（季節調整済）の推移

15

海外現地法人の出荷を仕向け先別に見てみると、「自国向け」は前期比３.５％上昇、「日本向
け」は同０.２％上昇、「第三国向け」は、同７.０％上昇。

　※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。

100

110

120

130

140

150

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2012 2013 2014 2015 2016 2017

（２０１０年＝１００、季節調整済）

141.0

133.1

118.6

136.4 自国向け

海外出荷

第三国向け

日本向け

（期／年）



海外出荷指数の仕向け先別前期比寄与度

16

海外出荷全体の前期比３.８％に対し、「自国向け」が２.３％ポイントと最も大きな上昇寄与。次
いで「第三国向け」が同１.８％ポイントと、大きめの上昇寄与を見せた。
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2017年第Ⅰ期の海外出荷指数においては、「自国向け」の割合は、６２.７％。これに次ぐのが、
「第三国向け」の２７.０％で、「日本向け」は１０.３％。
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海外出荷指数（原指数）の仕向け先別構成比
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地域別海外出荷指数（季節調整済）の推移

2017年Ⅰ期の地域別海外出荷指数では、北米（前期比４.７％上昇）、中国（同２.７％上昇）、Ａ
ＳＥＡＮ４（同３.２％上昇）、それ以外の地域（同４.１％）と、全ての地域が上昇。

　※海外現地法人四半期調査の売上高と輸入価格指数（財務省貿易統計）を用いて主要地域別のグローバル出荷指数（季節調整済）を算出。

のこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18
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地域別海外出荷指数の前期比３.８％上昇に対し、北米が１.５％ポイントと上昇寄与。次いで、そ
れ以外の地域が１.１％ポイント、中国及びＡＳＥＡＮ４が０.６％ポイントの上昇寄与。

海外出荷指数の地域別前期比寄与度
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海外出荷指数（原指数）の地域別構成比
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2017年Ⅰ期の地域別の内訳をみると、北米の割合が３１．５％で、これに次ぐのが中国（含香港）
で１９．５％

0

20

40

60

80

100

120

140

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2012 2013 2014 2015 2016 2017

（２０１０年＝１００）

全地域

それ以外の地域

中国（含香港）

ASEAN4

北米

（期／年）
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　国内出荷指数



国内出荷指数（季節調整済）の推移（業種別）

主要４業種のうち３業種が上昇。輸送機械工業（前期比０.６％上昇）、化学工業（同１.３％上
昇）、電気機械工業（同２.５％上昇）。
一方、はん用・生産用・業務用機械工業のみ前期比マイナス０.６％低下。

　※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。
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国内出荷指数（季節調整済）の推移（業種別）

国内出荷全体の前期比０.６％に対し、電気機械工業の前期比寄与が３期連続で０.４％ポイントの
上昇寄与。また、輸送機械工業も、４期連続で０.１％ポイントの上昇寄与。
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国内出荷指数（原指数）の業種別構成比

2017年Ⅰ期の国内出荷指数においては、輸送機械工業の割合は、２３.８％。これに次ぐのが電気
機械工業の１６.３％。
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グローバル化比率
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2017年Ⅰ期のグローバル化比率
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2017年Ⅰ期の製造業出荷海外比率は、２９.７％。
2017年Ⅰ期の海外市場比率は、４０.８％。
2017年Ⅰ期の逆輸入比率は、２４.８％。

注）  製造業出荷海外比率：日本国内の鉱工業の活動と日系現地法人活動の比率
       海外市場比率：グローバル出荷のうち、海外市場に出荷される割合
       逆輸入比率：日本の輸入のうち、日系現地法人の日本向け輸出の割合



製造業出荷海外比率の前年同期比要因分解（季節調整前）
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製造業出荷海外比率は、前年同期（２９.２％）に比べて上昇。
この上昇の要因は、海外出荷が前年同期よりも大幅に上昇したため。海外出荷増が上昇に寄与する
のは、３四半期ぶり。
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グローバル化比率の季節調整値

・出荷海外比率等のグローバル化比率にも、季節変動が存在
　しているため、各期の数値の前期との単純比較はできない。

・そこで、グローバル化比率自体に季節調整を施す試みを
　実施。

・季節調整の施された数値自体には、意味はなく、あくまで
　過去の各期レベルとの比較に意味がある。

・よって、グローバル化比率の数値自体は、季節調整前の数値
　を参照。２０１７年Ⅰ期分はスライド２３の数値。



グローバル化比率（季節調整済）の推移
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2017年Ⅰ期の製造業出荷海外比率は、前期より上昇。
2017年Ⅰ期の海外市場比率は、過去最高となった。
2017年Ⅰ期の逆輸入比率は、前期よりやや低下。
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主要４業種の２０１７年Ⅰ期の出荷海外比率は、４業種全てが上昇した。

業種別製造業出荷海外比率（季節調整済）の推移
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主要４業種の２０１７年Ⅰ期の海外市場比率は、４業種全てが上昇した。

海外市場比率（季節調整済）の推移
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主要４業種では、輸送機械工業、電気機械工業、はん用・生産用・業務用機械の３業種の逆輸入比
率が低下。

逆輸入比率（季節調整済）の推移
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２０１７年Ⅰ期のグローバル出荷指数のまとめ

33

・ ２０１７年Ⅰ期のグローバル出荷指数は、前年後半の上昇を引き継ぎ、４期
連続の前期比１．５％上昇でリーマンショック後の最高値を更新し１０７．８
となった。

・ 国内出荷は、前期比０．６％上昇、海外出荷は、２期連続の前期比３．８％
上昇と海外出荷が大きく上昇寄与。

・ 業種別のグローバル出荷では、主要４業種のうち３業種が大きく前期比
上昇。はん用・生産用・業務用機械のみ横ばい。

・ 仕向け先別海外出荷では、「自国向け」が前期比３．５％と引き続きの伸び
に加え、「第三国向け」も同７．０％と大幅に上昇。

・ 地域別海外出荷では、全ての地域が上昇。特に前期に低下していた北米
が、前期比４．７％と大幅に上昇。

・ グローバル化比率では、出荷海外比率と海外市場比率の上昇が目立ち、
海外市場比率は、過去最高となった。出荷海外比率、海外市場比率とも
に、主要４業種全てが上昇。



注意点

・グローバル出荷指数の最新期の試算時に、
・使⽤するデータが速報値から確報値に塗り
替えられること

・四半期ごとに季節調整をかけ直していること

から、過去に提供した、グローバル出荷指数の数
値と、今回計算し直した数値には、違いが⽣じて
いることに留意。

・また、グローバル出荷指数における国内出荷と
鉱⼯業出荷内訳表の出荷指数の値とも⼀致しない
ことに留意。

34



用語の説明

• グローバル出荷指数における電気機械⼯業は、鉱⼯
業指数における、電気機械、電⼦部品・デバイス⼯
業、情報通信機械を合わせたものに相当する。

• 「それ以外の業種計」とは、次の８業種を組み合わ
せたものである。
「⾷料品・たばこ」、「繊維」、「⽊材・パルプ・
紙・紙加⼯品」、「窯業・⼟⽯」、「鉄鋼」、「⾮
鉄⾦属」、「⾦属」、「その他」

• 「それ以外の地域」とは、次の４地域を組み合わせ
たものである。
「NIEs3」、「その他アジア」、「欧州」、「その
他」
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米国における日系非製造業現地法人の実像 
；他地域の現地法人に比べて事業や投資の規模が大きい 

ミニ経済分析URL：http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html 

 平成２９年６月 

 調査統計グループ 

 経済解析室 

http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html
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非製造業現地法人の占める割合の国別比較 

 全地域の日系現地法人のうち、56％が非製造業。東南アジア諸国、新興国などで、非製造業
の現地法人の割合が低い（製造業の現地法人の割合が高い）傾向。 

 米国では、非製造業の割合が63％で、米国の非製造業割合は、平均的。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 
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地域・国別にみた日系現地法人に占める非製造業法人の割合 (％) 

63％ 
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はじめに 

 米国との経済関係も、「財の貿易」だけではなく、直接投資やＭ＆Ａ
を通じた関係が強くなっています。 

 

 さらに、経済産業全体のサービス化の進展から、「サービスの国際取
引」も重要になってきており、非製造業分野の直接投資、つまり現地法
人を設立又は既存法人に出資して行う「サービスの国際取引」も重要
になっています。 

 前ページにあるように、在米日系現地法人の６割が実は、非製造業
を主業として営んでいる法人となっています。 

 

 今回は、最新の集計である2015年度実績を集計した「海外事業活
動基本調査」のデータから、米国における非製造業の日系現地法人の
状況を確認し、その特徴をまとめてみたいと思います。  
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非製造業現地法人数の状況と、 

１社当たりの事業規模 
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米国立地の非製造業現地法人数等 

 データソースである海外事業活動基本調査で、米国の非製造業現地法人のデータが確認できるの
は、昭和58年度（1983年度）調査からで、その時の非製造業現地法人数は618社。 

 約30年ほど前に1,000社を超え、2000年度には1,677社となったものの、翌年度には大きく減少
し、1,194社となった。その後はわずかながら年々増加し、2012年度以降は1,800社を超える。 

 米国に立地する日系現地法人は約3,000社で、その6割を超える約1,900社が非製造業。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

法人数 
（社） 

従業者数 
（千人） 

売上高 
（兆円） 

仕入高 
（兆円） 

2000
年度 

1,677 237 30.7 21.0 

2005
年度 

1,402 187 33.5 27.2 

2010
年度 

1,651 200 27.8 22.2 

2015
年度 

1,916 203 55.0 40.9 0

400

800
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2400
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法人数の推移 （社） 
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米国の非製造業現地法人数（分布状況） 

 米国の非製造業現地法人の分布を州別にみると、カリフォルニアが32％を占め、次いでニューヨー
ク12％、イリノイ9％、デラウエア7％とその多くが沿岸地域や人口の多い大都市（イリノイ州のシカ
ゴ、テキサス州のヒューストン、ダラス）が所在する州に集中している。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

法人数（社） 

米国計 1,916  

 ①カリフォルニア 606  

 ②ニューヨーク 234  

 ③イリノイ 175  

 ④デラウエア 135  

 ⑤ニュージャージー 101  

 ⑥テキサス 85  

①カリフォルニア

②ニューヨーク

⑥テキサス

④デラウエア

⑤ニュージャージー

③イリノイ

以下、ミシガン、ワシントンと続く。 
製造業においても、カリフォルニアが最も多い。 
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米国の非製造業現地法人数（新規設立、解散・撤退の状況） 

 2015年度中の米国の非製造業現地法人の新規設立は32社、一方、解散・撤退は57社で、
法人「減少数」が「増加数」の約1.8倍と全地域と比べやや高くなっている。 

 業種全般で、増減率はマイナスだが、その中でも、卸売業の新設7社に対し、解散・撤退が23社
と、やはり卸売業の撤退が目立つ。 

 一方、サービス業やその他の非製造業では、増減無し。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

新規設立 解散・撤退 

全地域 316  434 

米国計 32 57 

新規設立、解散・撤退法人数（社） 

米国非製造業現地法人数全体に対する新規設立、解散・撤退法人の割合 
(%) 

新規率 撤退率 増減率 

 非製造業 1.7 3.0 -1.3  
  情報通信業 0.4 0.5 -0.1  
     運 輸 業 0.0 0.1 -0.1  
  卸 売 業 0.4 1.2 -0.8  
  小 売 業 0.1 0.4 -0.3  
  サービス業 0.6 0.6 0.0  
  その他の非製造業 0.3 0.3 0.0  

全地域の非製造業法人増減率は「-0.9％」 
全地域の卸売業増減率は「-0.5％」 
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米国非製造業現地法人1社あたりの法人像 

 米国非製造業現地法人の1社あたりの従業者数は151人、世界平均では110人。 

 米国非製造業現地法人の1社あたりの売上高は410億円、世界平均では130億円。 

 米国の非製造業現地法人は、売上高規模では日系非製造業の現地法人の世界平均の3.1倍を
上回る規模。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

米国 
151人 

世界平均 
110人 

米国 
410億円 

世界平均 
130億円 

１社あたりの従業者数 １社あたりの売上高 
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非製造業現地法人の業種別の状況 
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米国非製造業現地法人の業種別構成比 

 米国に立地する非製造業の46％（882社）が卸売業。それに次ぐのが、サービス業。 

 やはり、卸売業の現地法人の構成比が高いが、世界平均よりは、若干構成比が低い。 

全地域の非製造業業種別構成比では、卸売業が50％。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

（社、％） 

業種 法人数 構成比 

  卸 売 業 882 46.0  

  サービス業 463 24.2  

  その他の非製造業 177 9.2  

  情報通信業 144 7.5  

  小 売 業 95 5.0  

   運 輸 業 94 4.9  

  建 設 業 30 1.6  

  鉱  業 22 1.2  

  農林漁業 9 0.5  

非製造業法人の業種別構成比 

 卸 売 業 

 サービス業 

 その他の非製造業 

 情報通信業 

 小 売 業 

 運 輸 業 

 建 設 業 

 鉱    業 

農林漁業 
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米国非製造業現地法人の業種別売上高構成比 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

 売上高を業種別構成比でみると、卸売業だけで70％を占め、次いでサービス業11.9％、小売業
7.5％となり、これ以外の業種はそれぞれ5％以下と小さい構成となっている。 

（億円、％） 

業種 売上高 構成比 

 卸 売 業 385,640 70.1  

 サービス業 65,586 11.9  

 小 売 業 41,358 7.5  

 農林漁業・ 
  その他の非製造業 

33,389 6.1  

 運 輸 業 10,472 1.9  

 情報通信業 5,275 1.0  

 建 設 業 5,311 1.0  

 鉱 業 3,122 0.6  

※秘匿項目のため農林漁業とその他の非製造業を合算。 

非製造業現地法人の業種別売上高構成比 

 卸 売 業 

 サービス業 

 小 売 業 

 農林漁業・その他の非製造業 

 運 輸 業 

 情報通信業 

 建 設 業 

 鉱    業 
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米国非製造業現地法人の業種別従業者数構成比 

 従業者数を業種別構成でみると、卸売業が52.1％、次いで小売業17.0％、サービス業11.6％
となり、上位3業種で8割以上を占めている。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

（人、％） 

※秘匿項目のため農林漁業とその他の非製造業を合算。 

業種 従業者数 構成比 

 卸 売 業 105,686  52.1 

 小 売 業 34,515  17.0 

 サービス業 23,492  11.6 

 情報通信業 13,220  6.5 

 農林漁業・ 
 その他の非製造業 

11,266  5.6 

 運 輸 業 7,963  3.9 

 建 設 業 4,169  2.1 

 鉱  業 2,643  1.3 

非製造業現地法人の業種別従業者数構成比 

 卸 売 業 

 小 売 業 

 サービス業 

 情報通信業 

 農林漁業・その他の非製造業 

 運 輸 業 

 建 設 業 

 鉱  業 



製造業 

66% 

卸売業 

31% 

卸売業を除く

非製造業 

3% 

米国卸売業法人の本社企業の業種割合 
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非製造業現地法人の本社企業の業種 

卸売業現地法人（全地域）の本社企業の業種 （社，％） 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 東洋経済新報社「2016海外進出企業総覧」より 

合計 7,125 割合

製造業 4,140 58.105

非製造業 2,985 41.895

農林漁業 - -

鉱業 2 0.028

建設業 11 0.154

情報通信業 5 0.070

運輸業 4 0.056

卸売業 2,812 39.467

小売業 50 0.702

サービス業 92 1.291

その他の非製造業 9 0.126

 卸売業を営む現地法人（全地域）の本社企業の業種をみると、３分の２弱は製造
業、そして３分の１が卸売業。在米卸売業の多くが販社、そして３分の１が総合商社
の在米子会社・孫会社と推測される。 

アメリカに進出している主な総合商社

伊藤忠商事 31社 丸紅 36社

住友商事 68社 三井物産 42社

豊田商事 59社 三菱商事 36社



＜参考＞在米「サービス業」の内訳業種構成 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

 法人数の増減のない「サービス業」の内訳業種を確認すると、法人数では経営コンサルタント業、純
粋持株会社が多くを占めている。 

 従業者数では、その他のサービス業がもっとも多く占めている。 

 学術研究、専門・技術サービス業は売上高で８割以上を占めている。 

法人数 従業者数 売上高 

経営コンサルタント業、 
                       純粋持株会社 47.1 33.9 9.7 

その他のサービス業 
26.1 34.4 5.5 

学術研究、専門・技術サービス業 
17.9 25.2 83.3 

生活関連サービス業、娯楽業 7.8 6.3 1.3 

構成比 ％ 
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 法人数の増減のない「その他の非製造業」の内訳業種を確認すると、法人数は「金融業、保険業」
が最も多く、次いで不動産業、「電気業、ガス業、熱供給業、水道業」、飲食店となっている。 

 従業者数では「電気業、ガス業、熱供給業、水道業」が多くを占め、売上高では「金融業、

保険業」がそのほとんどを占めている。 

 

＜参考＞在米「その他の非製造業」の内訳業種構成 

法人数 従業者数 売上高 

金融業、保険業 
39.0 24.0 72.4 

不動産業 
24.9 2.2 3.1 

電気業、ガス業、熱供給業、
水道業 11.3 40.2 22.0 

飲食店 
10.2 8.9 0.6 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

構成比 ％ 
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在米非製造業現地法人の 

設備投資・研究開発投資の状況 



米国非製造業現地法人の状況（2000年度からの変遷） 

 全地域の非製造業現地法人に対する米国非製造業現地法人の割合は、法人数と従業者数は低
下傾向、売上高、仕入高も同様だったが、2015年度に大きく上昇している。 

 2015年度の売上高、仕入高は全地域の４割を占めているが、法人数や従業者数では、２割を
切っている。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 16 

全地域に占める割合 法人数：14％ 従業者数：18％ 売上高：40％ 仕入高：40％ 
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米国非製造業現地法人の全地域に占める割合 
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米国非製造業現地法人の研究開発費・設備投資額 

 2015年度の米国非製造業現地法人の研究開発費は1,194億円、設備投資額は2兆6,348
億円で、全地域に占める割合はそれぞれ58％と63％と高い水準である。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

米国の 

非製造業 

58% 

米国以外の 

非製造業 

42% 

研究開発費の割合 

米国の 

非製造業 

63% 

米国以外の 

非製造業 

37% 

設備投資額の割合 
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米国非製造業現地法人の設備投資額（現地法人の業種別） 

 設備投資額について、業種ごとに占める割合をみると、大部分を「建設業・その他の非製造業」が
占めている。それに次ぐのが、卸売業、小売業、サービス業となっている。 

 1社あたりの設備投資額をみると、非製造業全体で48億円。業種別にみると鉱業が最も多く、次
いで小売業、運輸業、サービス業となり、それぞれ10億円を越える額となっている。 

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成 

建設業とその他の非製造業については秘匿項目
のため試算値を合算して標記。 

業種別の設備投資額に占める割合 

卸 売 業 

小 売 業 

サービス業 

鉱  業 

運 輸 業 

情報通信業 

農林漁業 

建設業・その他の非製造業 

１社あたり設備投資額 百万円 

鉱  業 6,823  

小 売 業 5,458  

運 輸 業 1,679  

サービス業 1,532  

卸 売 業 811  

農林漁業 245  

情報通信業 205  

建設業・その他の非製造業 34,764  



まとめ 
 米国に立地する日系非製造業現地法人は、2015年度末で約1,900法人、売上高は
約55兆円。2000年度に比べると、売上高はほぼ1.8倍。 

 在米非製造業現地法人数は、２１世紀に入っての１５年間順調に増加。 

 非製造業現地法人の多くが、カリフォルニアと東海岸に分布。内陸部では、やはり大都市に
分布。 

 在米非製造業現地法人は、他地域に比べて、１社当たりの売上規模がかなり大きい。 

 

 業種的に、卸売業が半分で、それに次ぐのがサービス業。 

 卸売業現地法人の本社企業の３分の２弱は製造業企業で、「販社」的な位置づけと推
測。３分の１は卸売業で、「商社」の在米ブランチ（子会社・孫会社）と推測。 

 

 在米非製造業現地法人は、他地域に比べて、設備投資や研究開発投資を盛んに実施
しており、全地域分の半分以上を占めている。 
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